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特別養護老人ホーム（以下，特養）の待機者の入所希望時期に影響する要因を明らかにする
こと。
対象は，中国地方のＡ市に在住する無作為に抽出された500の特養待機者世帯である。調査

時期は2004年10月で，調査方法は郵送自記式である。分析は，入所希望時期を被説明事象，世
帯属性を独立変数とする順序ロジスティック回帰分析で行った。
解析の対象となったのは，必要な変数に欠損値がない199世帯である（有効回収率39.8％）。
在宅の待機者は，27.6％であった。入所希望時期の内訳は，「すぐにでも入所したい」（30.2
％），「できるだけ早く入所したい」（23.1％），「しばらくは待つことができる」（17.6％），「将
来，必要になったときに入所したい」（29.1％）であった。早期の入所希望と関連していたの
は，待機場所が老人保健施設または一般の病院であること，要介護度が３以上であることで
あった。待機者本人の性別，年齢，世帯形態，待機期間，調査票記入者の属性と入所希望時期
との関連はみられなかった。
「将来，必要になったときに入所したい」と答えた者は，入所の順番が現時点でまわってき

てもすぐには入所しないと考えられる。したがって，入所希望時期を尋ねることで予約的な入
所申請者を把握することは，計画的な施設整備を行う上で有益である。老人保健施設や一般の
病院での待機者世帯が早期の入所を希望する理由として，病院・施設から退所勧告を受けてい
る可能性が考えられる。また，要介護度が高い場合に早期の入所を希望した。これは，在宅待
機者の場合，家族の介護負担が大きいことを反映し，在宅外待機者の場合，要介護度が高い者
の家族がすでに在宅介護を断念していることを反映していると考えられる。

特別養護老人ホーム，待機者，入所希望時期，順序ロジスティック回帰分析

Ⅰ

現在，都市部を中心に代表的な施設介護サー
ビスである特別養護老人ホーム（以下，特養）
には多数の待機者が存在する。厚生労働省の調
査によると，2004年11月時点の全国の特養待機
者数は約338,000人である1)。しかし，施設
サービスの費用は在宅サービスよりも高く，施
設の増加は介護保険料の増加要因となる。例え

ば，2005年10月審査分で比較すると，同じ要介
護度５の者でも，在宅サービス受給者１人当た
りの費用が月平均198,400円であるのに対し，
特養は337,600円で在宅の1.7倍である2)。ま
た，待機者の中には，将来必要になったときの
ために申し込んでいる者もいるという報告があ
り，入所の緊急性にはばらつきがあると考えら
れる3)。したがって，施設整備や入所の優先順
位の決定は，待機者およびその家族（以下，待



割合（％)

記入者
本人
家族・親族
ケアマネ・施設職員等
待機者本人・年齢構成
64歳以下
65～69
70～74
75～79
80～84
85歳以上

待機者本人・性別（男性）

待機者本人・要介護度
要介護度１
要介護度２
要介護度３
要介護度４
要介護度５
待機期間
６カ月未満
６カ月～１年未満
１～２年未満
２年以上
世帯形態
単身
夫婦のみ
その他高齢者世帯1)

高齢者以外の同居者がいる世帯
待機場所
在宅
老人保健施設
介護療養型医療施設
一般の病院
グループホーム
有料老人ホーム
その他2)

注 1) 本人とその他の高齢者のみの世帯で夫婦のみの世帯以外
2) 養護老人ホーム，ケアハウスなど

機者世帯）を対象としたニーズ調査に基づいて
計画的に行う必要がある。すでに多くの自治体
が，待機者世帯の入所ニーズを数量的に評価す
る独自の指標（以下，自治体指標）を策定して
いる4)-6)。自治体指標は，要介護度，待機者本
人の年齢，世帯形態，在宅サービスの利用状況
などを考慮してつけられた点数である。しかし，
それらの指標と待機者世帯の主観的な入所ニー
ズの関係は明らかにされていない。自治体指標
と待機者世帯の主観的ニーズに乖離がある場合，
待機者世帯が入所の優先順位に不満を抱く可能
性がある。また，指標のほとんどは在宅の待機
者のみを対象としたものであり，在宅外での待
機者を対象としたものは皆無に近い。2002年に
全国の特養を対象とした調査によると，入所者
の入所直前の生活場所の65.2％が在宅外であっ

た7）。このうち一般の病院や老人保健施設での
長期の待機は，いわゆる社会的入院に相当し，
非効率な資源配分や不適切な住環境を生じさせ
ている可能性がある。社会的入院の解消には，
在宅外の待機者世帯の入所ニーズを把握するこ
とも重要であると考えられる。
本研究の目的は，在宅および在宅外の特養待
機者を対象に，彼らの主観的な入所ニーズと要
介護度や待機期間，世帯形態，待機場所をはじ
めとする世帯特性との関係を明らかにすること
である。

Ⅱ

対象は，中国地方の大都市Ａに在住する無作
為に抽出された500の特養待機者世帯である。
Ａ市を含むＯ県内の市町村では，自治体が作成
した入所基準は無く，厚生労働省の指針に従い
各施設が独自に作成した基準で待機者の入所の
必要性を判断している。調査は2004年10月に郵
送自記式で行った。調査票の作成，発送・回収
はＡ市の介護保険課が行い，筆者らは，回収さ
れた調査票の分析を担当した。
調査票では，「特別養護老人ホームへは，い

つごろ入所を希望されますか」という質問を行
い，「すぐにでも入所したい」「できるだけ早く
入所したい」「しばらくは待つことができる」
「将来，必要になったときに入所したい」のう
ちから１つ回答することを求めている。この入
所希望時期を，待機者世帯の主観的な入所ニー



注 1) グループホーム，有料老人ホーム，養護老人ホーム・ケアハウス等を一括
したカテゴリー

ズの指標として用いる。推定は，
入所希望時期を被説明事象する順
序ロジスティック回帰分析で行
う8)。独立変数の候補は，調査票
の記入者，待機者の年齢，性別，
要介護度，待機期間，世帯形態，
待機場所，である。調査票の記入
者と待機場所以外の項目は，自治
体指標を構成する項目として用い
られた事例がある4)5)。まず， 2

検定を行い，入所希望時期によっ
て有意差（５％水準）があった変
数を独立変数として用い，多変量
解析での変数の絞り込みは，有意
水準を５％に設定したステップワ
イズ法（変数減少法）で行う。通
常のロジスティック回帰分析のア
ウトカムが２つであるのに対し，
順序ロジスティック回帰分析は３
つ以上のアウトカムが存在し，か
つそれらの間に序列がつけられる
場合に用いられる8)。待機場所が
在宅か在宅外で，同じ変数でも係
数が異なる可能性についても検討する。

Ⅲ

調査票の回収数(率)は304(60.8％)であった
が，分析に必要な変数に欠損値がある標本(105
通)を除き，有効回答数(率)は199（39.8％）と
なった。欠損値のある標本（回収した調査票の
34.5％）を除くことで，標本に偏りが生じる可
能性を調べた。分析に必要な欠損値が１つでも
ある場合に１，無い場合に０をとるダミー変数
を定義し，それと他の変数との独立性を 2検
定（有意水準５％）で検定した。表には示して
いないが，欠損値ダミーと待機者の年齢の独立
性が棄却された。しかし，年齢階層が高くなる
につれ欠損値が増えるあるいは減るといった特
定の傾向は観察されなかった。
入所希望時期の内訳は，「すぐにでも入所し

たい」（30.2％），「できるだけ早く入所したい」

（23.1％），「しばらくは待つことができる」
（17.6％），「将来，必要になったときに入所し
たい」（29.1％）であった 。
調査票の記入者の90.5％が家族・親族であり，
本人は4.0％であった。待機者の52.3％が85歳
以上であり，後期高齢者（75歳以上）が83.4％
を占めた。男性は，25.1％であった。待機者の
要介護度は，要介護度１（18.6％），要介護度
２（18.6％），要介護度３（17.6％），要介護度
４（21.1％），要介護度５（24.1％）であった。
待機期間は２年以上が最も多く46.2％を占めた。
世帯形態は，単身が27.6％，高齢者以外の同居
者がいる世帯は44.2％であった。在宅の待機者
は27.6％であった。在宅外の待機場所では，老
人保健施設（30.7％）が最も多く，次いで介護
療養型医療施設（17.6％），一般の病院（10.1
％）となっている（ ）。
入所希望時期と相関があったのは，記入者，
要介護度，待機場所であった。要介護度と待機



オッズ比2) 有意差Ｐ値

在宅
老人保健施設
一般の病院
要介護度１
要介護度３
要介護度４
要介護度５

尤度比検定等計量

対数尤度

注 1) における独立変数：記入者，要介護度，待機
場所
2) オッズ比が１より大きい変数が増加すると「すぐにでも入
所したい」と，回答する確率が高くなり，「将来，必要に
なったときに入所したい」と回答する確率が低くなる。

場所について，入所希望時期の分布と 2検定
統計量を に示す。検定にあたって，標
本数が少ないカテゴリーは一括した。記入者は，
家族・親族以外が標本全体に占める割合は10％
未満だったので，本人とケアマネ・施設職員等
を一括した。待機場所で，グループホーム，有
料老人ホーム，その他がそれぞれ標本全体に占
める割合は10％未満だったので，それらを一括
して新たに「その他」とした。多変量解析でも
一括した変数を用いた。
順序ロジスティック回帰分析の結果は で

ある。オッズ比が１より大きい変数が増加する
と，「すぐにでも入所したい」と回答する確率
が高くなり，「将来，必要になったときに入所
したい」と回答する確率が低くなる。有意で
あった係数は，待機場所が老人保健施設と一般
の病院，要介護度が３，４，5であった。ただ
し， 検定8)は，老人保健施設と一般の病
院の係数が同じという帰無仮説と，要介護度３，
４，5の係数が同じという帰無仮説を棄却でき
なかった（表では省略）。
在宅の待機者数が少なかったため，在宅の待

機者と在宅外の待機者の標本を個別に推定し，
係数が同じであるか 検定で比較すること
は断念した。在宅外の待機者のみを用いた結果
では，要介護度が３以上の場合，早期の入居を
望み，介護療養型医療施設で待機していること
は遅い入所希望と関連していた（表では省略）。

Ⅳ

調査対象者間で入所希望時期に違いがあり，
「将来，必要になったときに入所したい」と答
えた者が29.1％存在した。これらの者は，現時
点で入所の順番がまわってきてもすぐには入所
しないと考えられる。このような待機者の把握
は施設の整備計画を立てる上で不可欠であるた
め，入所希望時期の調査は重要であると考えら
れる。既存の自治体指標では，予約的な申し込
みをしている待機者を把握できない。
待機者の約７割が在宅外の待機者であった。

待機場所が老人保健施設と一般の病院の場合，

その他の待機場所と比べて早期入所希望確率が
高かった。家族の介護負担が無い在宅外で早期
の入所を希望する理由としては，病院・施設か
らの退所勧告が考えられる。老人保健施設や一
般の病院は，積極的な治療やリハビリの必要が
なくなった場合，入所者は退所し，特養などの
福祉施設や在宅に移ることになっている。一般
の病院では，入院期間が長期化すると診療報酬
の減額が行われるため長期入院者を退院させる
誘因がある。調査時点において，老人保健施設
にはそのような減額は無いが，要介護者が特養
や在宅での生活が可能であると判断した場合，
退所を求めている可能性が考えられる。療養型
医療施設では，早期の入所希望を求める傾向は
みられなかった。退所日までに特養に入居でき
ない場合，要介護者が病院・施設を転々と移動
させられるいわゆる「老人のたらいまわし」が
起きる可能性がある。しかし，老人保健施設や
病院の待機者を在宅の待機者よりも優先して入
所させるべきか否かは，在宅待機者の家族介護
者の負担や社会的入院の解消によって削減され
る費用などの要素も考慮して総合的に判断され
るべきであると考えられる。したがって，本研
究の結果のみから一般的な結論を導くことはで
きない。
要介護度が３以上の場合，１，２の場合と比
べて早期入所希望割合が高かった。このことは，
要介護度が高いと家族介護者の負担が大きくな
りすぎ，早期の入所を希望することを反映して



いると考えられる。諸外国の研究でも，要介護
者の重症度が高いことが老人ホームの入所に影
響するという結果を示すものが多い10 -13。待機
場所が在宅外の場合，家族の介護負担は無いが，
要介護度が高い者の家族はすでに在宅介護を完
全に断念しているケースが多いと考えられる。
本研究の結果は，在宅外の待機者のみを用いた
分析でも要介護度が高い者は，早期の入所を望
むことを示した。これは，在宅介護を完全に断
念している家族は，要介護者の最終的な生活場
所となる特養への早期の入所を望むことを反映
している可能性が考えられる。
世帯形態は家庭の介護力を反映すると考えら

れるため，入所希望時期に差が生じると予想し
た。しかし，世帯形態は入所希望時期に影響し
なかった。これは，要介護度では充分捉えきれ
ていない介護の困難さ（認知症による不適応行
動など）と世帯形態が相関を持っていることを
反映している可能性が考えられる 。例えば，
介護が困難である者ほど子と同居している可能
性があげられる。このような相関が存在する場
合，自治体は，介護の困難さには反映されない
重症度も指標を作成する上で考慮する必要があ
る。
従来，多くの特養では主に待機期間順に入所

が認められ，現在でも自治体指標を構成する項
目として用いられることがある 。自治体指標
で待機期間を考慮する理由としては，長期間の
待機が精神的負担感をもたらすという想定があ
ると考えられる。待つことによる負担感が高い
ほど早期の入居を希望すると考えられるが，本
研究の結果は，待機期間が早期の入所希望に影
響しないことを示した。自治体指標で待機期間
を考慮する合理的根拠は無いと考えられる。
調査票の記入者によって入所希望時期が異な

る場合，回答には記入者の個人的な願望・判断
が反映されている可能性がある。その場合，回
答された入所希望時期は，世帯の他の構成員の
事情も考慮した世帯全体の入居ニーズと一致し
ていない可能性がある。本研究のデータでは，
家族・親族以外の記入者が少ないため結果には
留意が必要であるが，多変量解析の結果は，記

入者の違いが入所希望時期には影響しないこと
を示した。
本研究で用いた調査項目の回答はすべて選択
式であったが，回収された調査票の34.5％に欠
損値があった。有効回答率が低くなると，標本
に偏りが生じる可能性がある。本研究の標本に
偏りがあるかは定かではないが，有効回答率を
あげるには訪問調査を行うなどの工夫が必要で
ある14）。
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